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は じ め に
2010 年 7 月 11 日，第 22 回参議院議員通常選挙が実施されたが，この選挙
につき，一票の較差が最大 5.00 倍になったとして，全国 8 高等裁判所，6 高
等裁判所支部で弁護士グループが選挙無効を求める訴訟を提起している。その
うち，2010 年 11 月 17 日，東京高等裁判所は，午前の判決で合憲，午後の判
決で違憲（選挙無効の請求は棄却），12 月 10 日，広島高等裁判所は，違憲状態，
12 月 16 日，東京高等裁判所と広島高等裁判所岡山支部が，違憲状態，また 12
月 24 日，仙台高等裁判所も，違憲状態である旨の判断を示した。




このような流れを受けて，2010 年 12 月 2 日の新聞報道による2)と，民主党
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1） 最大判平成 21 年 9 月 30 日民集 63巻 7号 1520頁。
2） 2010 年 12 月 2 日付朝日新聞東京本社版（14版）朝刊 1面・4面。
3） 2010 年 12 月 22 日付朝日新聞東京本社版（14 版）朝刊 1 面，同日付夕刊（4 版）1
面・12面。
4） 参議院内部の問題意識については，例えば，江田五月＝江橋崇「参議院のこれから










⑵ 憲法 43 条
「① 両議院は，全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。
② 両議院の議員の定数は，法律でこれを定める。」




⑷ 憲法 46 条
「参議院議員の任期は，6年とし，3年ごとに議員の半数を改選する。」





② 手 元 メ モ
レジュメ⑵の注釈として，以下の書き込みがある。
「大日本帝国憲法 34 条 貴族院ハ貴族院令ノ定ムル所ニ依リ皇族華族及勅任
セラレタル議員ヲ以テ組織ス
同 35 条 衆議院ハ選挙法ノ定ムル所ニ依リ公選セラレタル議員ヲ以テ組織
ス」
レジュメ⑸の注釈として，以下の書き込みがある。
「選挙事項の法定主義 → 立法裁量 ？」
参議院議員定数配分について（渋谷秀樹） 3
ｂ 意 見 陳 述
「誠に僭越ながら，これはやはり憲法の問題ですので，関係する条文をまず
挙げておきました。
憲法 14 条，これは平等一般の規定です。43 条，これは，特に今回の問題と
関係するのは，1項の「全国民を代表する」という規定で，ここがポイントと
思われます。44 条，これは選挙に関して 14 条の規定をさらに具体化した規定
です。それから，参議院の独自性に関連するのは 46 条です。任期は 6年とし，




















































① 最大判昭和 39 年 2 月 5 日民集 18巻 2号 270頁
1 対 4.09……合憲
② 最大判昭和 58 年 4 月 27 日民集 37巻 3号 345頁
1 対 5.26……合憲
③ 最大判平成 8 年 9 月 11 日民集 50巻 8号 2283頁
1 対 6.59……違憲状態
④ 最大判平成 18 年 10 月 4 日民集 60巻 8号 2696頁
1 対 5.13……合憲
⑤ 最大判平成 21 年 9 月 30 日民集 63巻 7号 1520頁
1 対 4.86……合憲
② 手 元 メ モ
それぞれの判決の内容を記したものである。
地方区選出議員の議員定数不均衡を争う訴訟




② 最大判昭和 58･4･27 民集 37 巻 3 号 345 頁 1 対 5.26 合憲














③ 最大判平成 8･9･11 民集 50 巻 8 号 2283 頁 1 対 6.59 違憲状態
「各選挙区への議員定数の配分につき厳格な人口比例主義を唯一，絶対の基
準とすべきことまでは要求されていないにせよ，投票価値の平等の要求は，憲







ることは明らかであるが，本件選挙後に行われた平成 6 年法律第 47号による
公職選挙法の改正により，総定数を増減しないまま 7選挙区で改選議員定数を
4増 4減する方法を採って，選挙区間における議員 1人当たりの選挙人数の最










④ 最大判平成 18･10･4 民集 60 巻 8 号 2696 頁 1 対 5.13 合憲
「ところで，平成 16 年大法廷判決は，本件改正によっても前記のような較差
が残り，また，前回選挙当時において選挙区間における議員人当たりの選挙
人数の最大較差が 1 対 5.06 となっていたという状況の下で，結論として本件
定数配分規定は違憲とはいえない旨の判断をしたところ，本件選挙当時におい










件選挙後，参議院議長は同年 12 月 1 日に参議院改革協議会の下に選挙制度に
係る専門委員会を設け，同委員会において，平成 17 年 2 月から同年 10 月まで
9回の会合が開かれ，各種の是正案が具体的に検討され，その中で有力な意見
であったとされるいわゆる 4増 4減案に基づく公職選挙法の一部を改正する法
律案が国会に提出され，平成 18 年 6 月 1 日に成立した（同月 7日公布。平成 18










































以上は，最高裁昭和 54 年（行ツ）第 65号同 58 年 4 月 27 日大法廷判決・民










1対 5 前後が常態化する中で，平成 16 年大法廷判決及び最高裁平成 17 年（行

















憲という判断が出ています。その後，平成 8 年の③判決，平成 18 年の④判決
が出ました。平成 8 年の③判決は，1 対 6.59 が違憲状態である，ただし改正
については時間を要するということで，結論的には違憲にはしなかったのです
が，人口比例に関しては違憲状態であるということを示したものです。その後，
18 年の④判決，平成 21 年の⑤判決におきましては，次第にその内容が厳しく
なっている。最高裁の多数意見の中にもなるべく人口を勘案せよという流れに
なっているということです。」




















※ 1947 年の参議院選挙法制定当時の較差 参院 1対 2.62 衆院 1対 1.51
① 1 対 2＋α
② 1 対 2
③ 1 対 4
④ 1 対 1
































※ 1947 年の選挙法制定当時の較差 参院 1対 2.62 衆院 1対 1.51
① 1 対 2 の基準を若干緩和しうる（芦部）
② 衆議院と同様に 1対 2（吉田・小林・杉原）
③ 1 対 4（清水睦）
④ 1 対 1（辻村・長谷部）





























































































す。1947 年の参議院選挙法制定当時の較差は，参議院では 1 対 2.62，衆議院

























































































































































































































































9） 朝日新聞 2010 年 12 月 2 日付朝日新聞東京本社版（14版）朝刊 1面に「さらに，1人
も参院議員を送り出せない県が出てくる可能性もある。定数 6 の四国は 3 年ごとの参院
選の改選数は 3 にとどまるため，少なくとも 1 つの県は 1人も当選させることができな
い。有権者の少ない県の選出議員から異論が出るのは必至だ」とする。
10） 最大判昭和 58 年 4 月 27 日民集 37巻 3号 345頁。
11） 渋谷秀樹・憲法 204頁，483頁以下（2007 年）参照。
